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１．はじめに 

（１）モビリティ・マネジメントとパッケージ施策 

交通渋滞など自動車依存型社会がもたらす負の

側面を緩和するには公共交通機関の利用促進が不可

欠であるが，大規模なインフラ整備や運賃補助など

は財政的に難しい状況にある．そこで，パークアン

ドライドなどの TDM 施策が注目され，各地で導入

の検討や社会実験，本格実施がなされているが，そ

れほど効果が得られておらず，実施困難な状況にあ

る．その原因としては，様々な要因が挙げられるが，

根源的には，施策の必要性に対する市民の認識が不

足し，また公共交通利用へ移行するほど施策による

インセンティブがないがゆえに，社会的ジレンマに

陥っているものと考えられる．そこで，近年では，

コミュニケーション等を通じて市民意識を啓発し，

望ましい交通行動への自発的な転換を促すモビリテ

ィ・マネジメントという新たな概念が提案され，

様々な事例において有効性が確認されてきている 1)．

また，インセンティブという観点からは，例えば，

ロードプライシングによって得た収入を公共交通の

運賃補助に充てるといったような，「アメとムチ」

型のパッケージ施策の必要性が指摘されている 2)． 

（２）交通エコポイントと期待される効果 

本稿で紹介する「交通エコポイント」とは，交

通渋滞の激しい都心部へ公共交通を利用して来訪す

ると電子的なポイントが与えられ，蓄積されたエコ

ポイントによって公共交通の運賃割引などの特典が

得られるシステムである．交通エコポイントを実施

することにより以下のような効果が期待される． 

a）少ない財源による公共交通利用への転換 

 交通・環境問題を緩和する方法として，自動車利

用による交通・環境問題の悪化を外部不経済と捉え，

交通・環境問題の改善を自らのインセンティブによ

って行う炭素税あるいは環境税の導入などの内部化

方策が挙げられる．しかし，新税導入は産業界や市

民の負担増に対する抵抗感が大きく，我が国では当

面の間実施することが困難であると考えられる．逆

に，補助金による公共交通利用の促進は財源不足の

ため実施困難であり，また，公共交通運賃の割引と

いう構造的方略の長期的な効果に対して疑問の声 3)

もある．そこで，クレジットカードやマイレージプ

ログラムなど，たかだか数パーセントの還元率で消

費者の行動変化を引き起こすと言われる「ポイント

制度」を個人の交通行動に導入することが実現可能

な一つの有効な策と考えられる． 

b）環境配慮行動の可視化による態度・行動変容 

 ポイント制度は，過去の行動履歴が獲得ポイント

という形で可視化・蓄積されるという特長を持つ．

従って，例えば，ポイントを CO2 削減量に応じて

付与し，それをインターネット等で確認できるよう

なシステムを構築することにより，公共心を刺激し，

自発的な態度・行動変容が生ずるものと期待される． 

c）環境配慮行動全般への循環的拡大 

 交通エコポイントは，いわゆる地域通貨を交通に

特化したものであり，ポイント還元においてその用

途を指定することができる．従って，還元サービス

が更なる公共交通利用の促進につながるばかりでな

く，グリーン購入やレジ袋辞退などの他のエコマネ

ー制度と連携することにより，環境配慮行動全般へ

の循環的拡大が期待できる． 



d）パッケージ施策における「アメ」としての役割 

 現在提唱されている交通施策は，いわゆる「ム

チ」として機能するようなペナルティ型の施策が大

半であり，市民のコンセンサスが得にくいばかりか，

経済・消費活動を阻害することにもなりかねない．

交通エコポイントのような「アメ」をロードプライ

シングのようなペナルティ型施策と適切に組み合わ

せることにより，社会的に望ましく財源的にも実現

可能な交通環境が実現できるものと期待される． 

（３）本研究の目的 

本稿では，交通エコポイントに関するパイロット

スタディーとして，2004年秋に名古屋で実施した社

会実験の概要，及び実験前後に実施したアンケート

調査データを用いた意識・行動変化についての基礎

的分析結果を報告する． 

 

２．社会実験の概要 

交通エコポイントの社会実験は，2004年10月5日

～12月5日までの約2ヶ月間，1,000人のモニターを

対象に実施した．実験に先駆け，チラシ・ポスター

や広報名古屋，また著者らが独自に実施した交通行

動に関するアンケート調査などでモニターを募集し

たところ，短期間の募集にも関わらず2,688人から

応募があった．参加モニターには，愛・地球博の入

場券としても利用されているµチップを用いたICタ

グが配布され，地下鉄やパークアンドライド駐車場

を利用した際に地下鉄駅（都心部を中心に8駅，12

箇所）や特定施設（2施設，2箇所）に設置されたカ

ードリーダ（図１）にICタグをかざすとポイントが

蓄積する．付与されるポイントは，1回かざすごと

に1ポイントを基本とするが，自由目的での都心部

への公共交通による来訪を促進するため，平日10～

16時は3倍，休日は5倍に設定した．獲得ポイント等

はセンターサーバーで管理され，各モニターは携帯

電話に定期的に配信されるメールやホームページで

自身の獲得した累積ポイント数やCO2削減量，モニ

ター全体でのCO2削減量などが確認できる（図２）．

また，実験終了後には，アンケート調査を実施し，

その際に，モニター全員に全体や個別の活動報告

（獲得ポイント数，リーダー別ポイント数等）を記

載した評価シートと，獲得ポイントに対する還元サ

ービス（都心部飲食店舗の割引クーポンや地下鉄プ

リペードカード）を送付した． 

 

３．実験結果の概要 

（１）モニター属性 

実験に参加したモニターは，男性が34％，女性

が66％と女性の比率が多く，有職者は61％であった．

また，モニターの年齢構成は図３のようになってお

り，人口分布と比較して40代後半以降の割合が低く

なっている．これは，モニター参加資格として，

PCや携帯電話などによりメール送受信が可能であ

り，かつ実験期間中に都心部への来訪予定がある方

に限定したためであると考えられる．また，都心来

訪時の利用交通手段（表１）は，ほぼ全員が地下鉄

や鉄道を利用すると回答しているが，自動車やバイ

クで来訪するというモニターも20％にのぼっている． 

図２ 交通エコポイント社会実験のシステム 

 
図１ カードリーダ設置場所 
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図３ モニターの年齢構成 

表１ 都心来訪時の利用交通手段（複数回答可） 

利用交通手段 人数 割合 
地下鉄や鉄道 973 97.3％ 
バス 415 41.5％ 
自動車やバイク 201 20.1％ 
自転車や徒歩 176 17.6％ 

 

（２）モニターの実験参加状況の基礎的集計結果 

1度でもシステムを利用したモニターは903人で

あり，実験期間中の利用回数はモニター全体で

33,523回，参加者平均では37回であった．平日は平

均で329人，休日では平均230人が参加しており，実

験期間中の休日に意識的に公共交通を利用して都心

部へ来訪した人が多くいたものと推測される．実際，

事後アンケート調査（有効回答数883）では，交通

行動が「以前と変わらない」と回答した人は35％，

逆に「公共交通の利用を増やした」，「自動車利用

を減らした」など交通行動に変化があった人は65％

にのぼっている（表２）．また，交通エコポイント

への再参加意向を尋ねたところ，99％の人が「参加

したい」あるいは「条件によっては参加したい」と

回答し（表３），非常に高い受容性が確認された． 

表２ 実験期間中の行動変化（複数回答可） 

回答内容 人数 割合

地下鉄で都心に行く回数を増やした 339 41.9％
都心以外でも公共交通利用を増やした 140 15.9％
自動車利用を減らした 175 19.8％
都心にいる時間を延ばした 145 16.4％
以前と変わらない 308 34.9％

表３ 交通エコポイントへの再参加意向 

回答内容 人数 割合

次回も参加したい 697 78.9％
条件によっては参加したい 176 19.9％
参加しない・無回答 10 1.2％

 

４．意識・行動変化のモデル分析 

 社会実験に先駆けて一般市民を対象に実施したア

ンケート調査及び実験終了後にモニターを対象とし

て実施したアンケートでは，普段の環境配慮行動の

実施状況や交通・環境問題等への関心の度合い等の

意識観測指標について共通の質問を尋ねている．そ

こで，実験前後でどのような意識・行動変化が生じ

たのか，構造方程式モデルを用いて分析を行った．

ここで，各データは対象母集団が異なることから，

グループ間での因果構造の差異が考慮できる，多母

集団構造方程式モデル4)を採用して分析を行った． 

＜事前データに対するモデル＞ 
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ここに，
*
nω ：個人 n の潜在意識を表す変数ベクト

ル， ns ：個人 n の個人属性ベクトル， ny ：個人 n

の意識観測指標ベクトル， nz ：モニターn の獲得

ポイントのベクトル，α：事前サンプルと事後サン
プルの潜在意識の平均的な差を表すパラメータベク

トル，B，Γ，Λ，κ：未知パラメータ行列（ベ
クトル）， nς ， nξ ：多変量正規分布に従う個人 n

の誤差項，b，a：それぞれ事前データ，事後デー

タを表すインデックス，である．さて，式(1)およ

び(2)は事前アンケートの回答者と事後アンケート

の回答者について，完全な異質性を仮定したモデル

であるが，本研究では，エコポイントのモニターと

いう母集団の，一般市民と比較した場合の異質性は

パラメータαで，エコポイントのモニター活動を通
じての潜在意識の変化は nκz で表されると考え，そ
の他の構造は共通であると仮定する．すなわち， 

bababa ΛΛΓΓBB === ,,  (3) 

と仮定して，両データをプールしてモデル推定を行

った．結果を図４に示す． 

 10％有意ではあるが，ポイント獲得回数はいずれ

も正の値で推計されており，社会実験へ積極的に参

加する人ほど環境意識や交通問題意識が高まり，自

動車利用の自粛といった交通行動の変化のみならず，

冷暖房を控えるなどの環境配慮行動への波及効果も

確認された．また，特定施設でポイントを獲得する
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図４ 多母集団構造方程式モデルの推定結果（実線は 5％有意，破線は 10％有意であることを示す） 

人はポイント収集性向がさらに高まるという結果か

ら，ポイント制度により環境配慮行動への囲い込み

効果も期待できるものと推測される．なお，紙面の

都合上，推定結果は省略するが，上記モデルから計

算される潜在変数の fitted value を説明変数として

交通手段選択モデルを推定したところ，環境意識や

交通問題意識が有意に影響を及ぼしていることが確

認され，環境意識等が高ければ，多少の不便を被っ

ても公共交通を利用することが統計的に確認された． 
  

５．おわりに 

 本稿では「交通エコポイント」という施策を紹介

し，おそらく都市内公共交通の利用に対して始めて

ポイント制度を導入した事例である社会実験の概要

及びその基礎的分析結果を報告した．未だ分析途上

である上，今回は1000人のモニターを対象とした小

規模実験であるため，交通エコポイントの導入によ

り，どのように交通行動が変化するのか，またそれ

が都市圏の交通需要や環境負荷の低減にどれほどの

効果があるのかといった最も重要な問いに回答を見

出すには至っていないが，進展著しいICTの援用に

より，実現可能性は極めて高いと考えられる．また，

エコポイントは様々な企業や行政を巻き込んだ形に

なるため，事業者間のポイントのやり取りをどう行

い，ポイント還元の原資をどこに求めるかと言うビ

ジネスモデルの問題も極めて重要である．2005年秋

には，大規模かつより長期の社会実験を実施する予

定であり，それらの問いに何らかの回答ができるよ

うなベンチマークを構築したいと考えている． 
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